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研究論文

データベースを利用した農業分野のNPO法人の分類と地理的分布

京都大学大学院地球環境学舎'冨吉満之

要旨

農業や農村に関わる活動を行うNPO法人(以下、農業系NPO法人)の全国的な法人数および活動分野を把握する目

的で、既存のデータベースを活用して法人を抽出し、活動目的による分類を行った。その結果、 2008年 7月時点で全固

に943件の農業系NPO法人が存在し、全NPO法人(35，544件)の 2.7%に当たることが明らかになった。活動目的から

農業系NPO法人を 18項目に分類したところ、研究・提言・教育(34.8%)、農業支援(31.4%)、交流・ツーロズム(29.6%)、

農地・水・森林(28.6%)、環境保全型(有機)農業(21.6%)といった活動を行う法人が多数を占めていた。一方で、認証

(2.8%)、文化財(3.8%)、新規就農(9.0%)に関する活動を展開する法人は少なかった。また、財務データから年間収入

規模別に農業系NPO法人を分類すると、 1∞万円未満の規模に最も集中し(47.3%)、500万円未満の規模の法人で全

体の 7割を超えている事が分かった。全NPO法，̂ ，のデータと比較して、農業系NPO法人は小規模な団体が多い傾向

が見られた。地理的分布に関しては、法人所在地から都道府県庁までの直線距離が 10回以下の法人が全体の 36%を

占めていた。また、 30km以内の法人で全体の 6割を占めることになり、所轄庁から離れるほど法人数は少ない事がわか

った。

キーワード:NPO法人、財務規模、所轄庁からの距離、データベース、農業分野、分類

1ーはじめに

近年、市民団体を含めた非営利組織倒PO:non-profit 

O申血盟加，n)の活動が活発化している。 1開5年に起こっ

た阪神・淡路大震災の復興支援活動において、 NPOの

活躍が大きく注目された。その後、非営利活動に対する

制度の充実が盛んに議論されるようになり、 1開S年 12月

に特定非営利活動促進法(以下、NPO法)が施行された

(山岡 2005)0NPO法制度が始まると、特定非営利活動

法人(以下、NPO法人)の数は飛躍的に増加し、NPO法

の施釘から 10年目を迎えた2∞s年3月時点で、全国に

3万5，∞0を超える団体が NPO法人として認証されてい

る。このようなNPO法式数の急増は、民法34条で規定さ

れる財団法人・社団法人の制度が 1886年に制定された

にもかかわらず、 20ω 年時点で財団法人・社団法人数

が 2万 6，倒6件であることからも、日を見張るものがある

(田中却05)。

NPO法人はNPO法に定められた 17の活動分野の中

から、 1つもしくは複数の分野を定款に明記している。最

も多い活動分野は「保険・医療・福祖I:J(57.8%)であり、次
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に「社会教育J(46.5%)、「連絡・助言・援助J(44.9%)、

「まちづくりJ(40.4%)という順になっている(山内ほか

2007)。その中で「環境保釦を活動分野とする NPO法

人は全体の 3割近くを占めるに至っている。 NPO白書

2007によると、環境 NPOの活動分野として、環境教育

(45.7%)、自然保護(44.6%)、まちづくり (28.8%)、水・

土壌の保全(25.8%)、森林の保全・緑化(24.7%)が上位

となっている(山内ほか却07)。これらはどれも農業・農

村分野の問題と密接に結びついたものである。

一方で、担い手不足、耕作放棄地の増加、野生獣害

問題、農産物価格の低迷、食の安全性など、農業・農村

を取り巻く環境は厳しさを増している。そんな中、棚田保

全、担い手育成、有機農産物の普及、経営指導など

様々な方面で活動する NPOが誕生し注目されている。

農業・農村分野における非営利・公益活動の可能性に

関して、秋山(2∞9)は市町村農業公社の実揺を中心に

議論すると共に、NPO法人や日本版LLC-L日などの新

しい組織形態の可能性について論じている。 NPO法人

に闘する事例研究は多数見受けられ、棚田保全(石田

ほか却防)、農地トラスト(ひろた 2003)、里山保全(回

並 Z∞1)、市民農園(鶴見ほか却05)といった分野に闘

して、特定の NPO法人や複数の NPO法人に関する調

査・分析が行われている。こうした中、福与・石田(2剛)

は、中山間地域の市町村へのアンケート調査と NPO法

人データベースの情報を利用して、地元側から見た
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rNPOによる地域環境管理の実態や期待」を示し、 NPO

側k地元側にミスマッチが生じていることを明らかにしt~o

中塚(2007)は、 20叫年に行ったアンケート調査により全

国の農業分野における NPO法人(ω 団体)の活動区分

i::運営特性について分析している。しかし、限られた

NPO法人を対象にした分析に留まっており、農業・農村

分野で活動を展開する全国の NPO法人を対象とした悉

皆調査はなされていない。また、武部(20ω)は、「非営

利団体の活動とそれらの団体のネットワーク的な活動が、

農業・農村分野における社会的課題の解決にむけて有

効に機能するのではないかという期待が高まりつつあるJ

と述べており、当分野の NPO法人は、地理的には都市

部よりも農村部に多く存在することが期待される。ただし、

埴淵(2007)は NPO法人が全体として都市部(特に東京

特別区)に集中しており、地理的な分布が不均等である

ことを示している。

そこで本研究では、「農」に関わるNPO法人を対象とし、

主にデータベースを利用した悉皆調査を行うことで、活

動分野の特徴を明らかにする。更に、財務規模や地理

的分布を調べることで「農」に関わる NPO法人の現状を

示し、その分布が特に農村郁に多いかを検証する。活動

が盛んな分野、そうでない分野を把握し、分野ごとの分

布を調べることは、農業・農村分野における NPO法人が

抱える課題を抽出し、今後の政策を策定する際の1つの

目安になると考えられる。

2 分析方法

全ての NPO法人は、NPO法に定められた 17項目の

活動分野の中の1つ(もしくは複数jを定款で定めている。

17項目には「環境保全」や「まちづくり」などがあるが、

「農業」や「農村」品、った項目は存在しない。そこで本研

究では、まず内閣府国民生活局(2∞7)の NPOポータ

ノレサイト上の「全国 NPO法人情報の検索」において、活

動目的に「農」の文字(ないし語句)を含む団体を検索す

る。そこで得られた 989件の法人について、活動目的か

ら農業、農村と全く関係がない法人を排除した。本研究

では、この方法で抽出されたNPO法人を農業系NPO法

人と定義し、後述する分析を加える。次に、同サイトで年

次別に農業系NPO法人数を調ベ、 2∞7年までの年ごと

の認証数の推移について全 NPO法人のデータと比較

する。また、併せて所轄庁別(都道府県および内閣府)

の農業系 NPO法人数を調べ全国的な法人設立状況

について考察した。

次に、農業系 NPO法人の活動内容を調べるために、

検索で得られた各農業系NPO法人の「活動目的」から、

活動内容を表す語句を抽出し、キ}ワードとした。更に

KI法(JI[喜多 1珂7)に基づき類似性のあるキーワードを

rr良』を直接表すグループ」および「その他のグループ」

について、それぞれ 11項目にグルーピングした。なお、

後に述べる分類項目と区別するためにここではグループ

という言葉を用いる。また、「農」を直接表す 11グループ

と中塚(2007)が提案した 16項目のサービス内容を比較

した上で、後者に欠けていた2項目を追加し、最j樹包に

18項目の分類群を設定した。その後、各法人の活動目

的が 18項目のどれに該当するかを個別に検討し、分類

を行った。また 18項目から2項目を取り出した全組み合

わせについて、当該項目を含む法人数および含まない

法人数のクロス集計を行い、が検定により独立性の検定

を行った上で、有意差が見られた項目聞の関係性につ

いて考察した。

次に、公開されている NPO法人財務データベース

側PO法人財務データベース作成委員会 2007)を利用

し、団体名から農業系 NPO法人に関するデータを個別

に検索した。その後、年間収入規模別に集計し、山内ほ

か(2∞7)がまとめた全 NPO法人のデータ等と比較する

ことで、どのような特徴を持っかを検討した。更に、活動

内容を示す 18項目それぞれに対して、当該項目を含む

法人および含まない法人について収入規模とクロス集計

1.-x'検定を行った結果、有意な差が見られたものにつ

いて考察する。

農業系NPO法人は地理的には都市部よりも農村郁に

多い可能性がある。そこで各 NPO法人の所在地から都

道府県庁所在地までの直線距離(以下、所轄庁までの

直線距離)を算出し、距離別に分類する事により、地理

的分布の特徴を示した。なお、内閣府を所轄庁とする

NPO法人は、複数の都道府県にまたがって 2つ(もしく

はそれ以上)の事務所がある。この場合は、「主たる事務

所」からその事務所が存在する都道府県庁までの直線

距灘を算出した。計測にはG叫刻eM却s正目を使って地

図上の z地点聞の直線距離の計測を可能とするサイト

(S臨l-Si2007)を利用した。これにより、どのような地墳で

農業系NPO法人が活躍しているかについて考察を加え

た。次いで地方別(農政局単位)に分布の特徴を整理し、

地方ごとの特徴について考察した。最後に、分類した距

離についても、活動内容を示す 18項目それぞれに対し

て、当該項目を含む法人および含まない法人について

クロス集許しが検定を行った結果、有意な差が見られた

ものについて考察した。
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園 1年次別に見た NPO法人の認E教の推移

野、茨城や熊本といった県では農業系NPO法人が相対

的に多い状況であることがわかる。全国的にみると、宮

城や広島に少ないことを除けば、農業系 NPO法人は大

都市を抱える都道府県に多く、地方に少ない傾向が見ら

れた。

表 1はrr嵐』を直張表すグノいープ」および「その他の

グループ」について、それぞれ日項目にグルーピングし

た結果と、該当するキーワードの件数を示している。

「農」を直接表すグループでは、農業支援(268件)、農

業体験(214件)、食(183件)、担い手(144件)、有機農

業(134件)品、った分野のキーワードが多くみられた(表

1左列)。一方で、深刻化している、農地保全(38件)、遺

伝資源(9件)、野生獣害(6件)などの分野のキーワード

はあまり見られなかった。また、農業系 NPO法人は、農

業分野以外の様々な領域にまたがる活動に関わってい

ることがわ方、った(表 l右卵白。その中でも、調査・研究

(219件)、支援・助言(206件)、保険・医療・福祉(151

3.1 鹿業系NPO法人の毘証敏の推移と特徴

抽出の結果、 2008年7月時点で全国に943件の農業

系 NPO法人が存在していることが分かった。これは全

NPO法人(35，544件)の 2.7%に当たる。また、環境保全

のNPO法人数の 1110程度であり、農業系NPO法人は

全体のNPO法人の中では少数であると言える。

図 1は年次別に見た農業系 NPO法人の認証数の推

移について、全 NPO法人のデータと比較した結果を示

している。全 NPO法人における年次別認証数は、2∞4

年にー且ピークを迎え(5，351件)、 2005年にはやや減少

した後、 2∞6年に再度増加し(5，510件)、却07年は再度

減少している。概観すると、法人制度がスタートして 5年

目以降は、認証数の増加は頭打ちとなり、2∞6年度を境

に減少に転じているものの、累積法人数は着実に増加し

ている。これに対して、農業系 NPO法人の年次別の認

面致も2003年度までに急速に増加しているが、その後、

増加はゆるやかになり、 2006年をピーク(164件)として、

2∞7年度には減少(143件)に転じている。概して、農業

系NPO法人は全体のNPO法人と同様の認証数の傾向

を示すと共に、累積法人数は着実に増えている。

次に所轄庁別に見た農業系 NPO法人数および全

NPO法人数を図2に示す。まず、全NPO法人では東京

を拠点とする法人が圧倒的に多く、内閣府や大阪、神奈

川がそれに続いている。次に千葉、埼玉や北海道、兵庫、

福岡、愛知などで多い。農業系 NPO法人に関しても同

様の傾向が見られるが、全 NPO法人数と比べると内閑

府や北海道で相対的に多い一方、神奈川や大阪は相

対的に少ない。更に、全NPO法人と比べると、新潟や長

3.結果と考察

140 

二三皇室呈担盟主Eコ金10'0法人

6000 

120 

100. 
量
轟
N 

P 
O 

法
人
散

80 

80 

40 

5000 

全 4000
N 
P 
o 3000 
法
人
数回凹

20 

."""""'""""""""，， ，，' 0 

B量Z聖昔E出22222=22自ZEZEZ52E-25主22222Et目ERZEZ2222EES
府温 川 山 島

園2所轄庁別に見た NPO法人数の比較

1000 



162 システム農学(J.JAS司.26(4). 2010 

表1農業系 NPO法人の目的に含まれるキーワード{各法人合唱放の項目に卦煩される}

「農」を直接表すグループ

グループ(キーワード)

農地保全(棚田，耕作放棄地，休耕地など)

担い手倣農，人材育成，後継者，指導者など)

農業体験(市民農園，農作業，ボランティアなど)

森林保全(植樹，間防，里山，自然林竹柑よど)

野生獣害(獣害，野生鳥獣，野生動物など)

有機農業(自然農法，環境保全型農業，微生物など)

遺伝資源(在来種，伝統野菜，有用植物，品種など)

パイオマス(主創~.廃棄物Jサイクルg生ゴミなど)

食(jAS.認在，食育，安針生，食文化，地産地消なI!)

農業支援(支援，指導など)

都市農村交流(観光グ9-/"Y-9ズム，田舎暮uょI!)

件)、環境保全(151件)、まちづくり(130件)といった活

動グループとの結びつきが特に強い事が分かる。

保険・医療・福祉のキーワードが多数見られたことは、

農業体験が高齢者や障害者の支援と密接に関係してい

ると考えられる。保険・医療・福祉に関わるキーワードが

含まれるNPO法人の活動目的を個別に見ると、やはり高

齢者に対するロハピロや福粧活動の一環として農業体験

が行われており、障害者に対してもリハピリや職業訓練

などの一環として農業体験州立置づけられている法人が

多く見られた。一方で、農業体験が多く見られた要因とし

ては、市民が気軽に参加しやすいことが考えられ、多く

の法人が活動目的に該当するキーワードを記していた。

これに対して、耕作放棄地の利用や野生獣害等の活動

は、制度的制約や専門性といった要因が、 NPO法人の

活動を困難なものにしている可能性がある。

3.2農業系NPO法人の分類と項目聞の関係

前項で示した「農」を直接表す 11グループと中塚

(2007)によるサービス内容 16項目を比較して設定した

件数

38 

144 

214 

54 

6 

134 

9 

94 

l回

2曲

70 

その他のグルプ

グループ(キーワード) 件数

保険・医療・福祉(高齢者，障害者) 151 

まちづくり{村づくり，さとづくり) 130 

国際協力 42 

調査・研究 219 

子どもの育成 69 

社会教育 42 

支援・助言 2師

環境保全 151 

経済活動 同

職業能力開発・雇用 44 

消費者 84 

18の分類項目に関して、農業系 NPO法人の活動目的

から分類を行った。結果を表2に示す。

18項目に分類した法人数を集計したところ、研究・提

言・教育(34.8%)、農業支援(31.4%)、交流・ツーリズム

(29.6%)、農地・水・森林 (28.6%)、環境保全型(有機)

農業(21.6%)品、った活動を行う法人が多数を占めてい

た。一方で、認証(2.8%)、文化財(3.8%)、新規就農

(9.0%.)に関する活動を展開する法人は少ないことが明

らかとなったoまた、各法人は平均すると3つの項目に該

当する活動を行っていた。

次に 18項目から 2項目を取り出した全ての組み合

わせについてそれぞれクロス集計し、 χXl:検定により有意

な差が見られたものを表 3に示す@研究.提言.教育に

関しては食の安全

を併せた活動を行う法人が比較的多しい、立と考えることがで

きる。また研究・提言・教育は、より実践的な活動である

交流・ツーリズムや農作物・加工品販売とは結び付きにく

いことを読み取ることができた(1%有意)。農業支援に関

しては、農業技術、新規就農、国際開発・国際交流とい

表2 18項目別に見た法人数及び割合(各量人抱唱団陸の項目に分彊される}

活車頑固 法人数 法人割合 活動項目 法人数 法人割合

自然・景観 182 19.3% 農的生活・田園文化 184 19.:5% 

文化財 36 3.8拍 食の安全・消費者問題 141 15σ% 

農地・水・森林 270 28.6% 研究・提言・教育 328 34.8% 

農業技術 197 20.9日 環境保全型(有機]農業 204 21.6"/0 

農産物・加工品販売 117 12.4日 資源循環・パイオマス 123 13.()D/O 

食生活・食文化 147 15.6% 寵証 26 2.8% 

交流・ツーリズム Z胃 29.6% 国際開発・国際交流 1田 11.6"10 

新規就農 85 9.0拍 農業支援 296 31.4% 

コミュニティ・福祉 143 15.2% 農業体験 148 15ア%



'"有意

食の安亘E
1%有怠

廃業技術

1%有意

1%有意

1%有意

帥ふE

った項目との関係が強く(1%有意)、一方で自然・景観、

交流・ツ一日ズム、研究・提言・教育、環境保全型(有機)

農業、資源循環・バイオマス、農業体験との関係が弱い

ことが分かった(1%有意)。農業体験は、交流・ツーリズ

ムやコミュニティ・福祉との結び付きが強く(1%有意)、他

方で交流・ツ-yズムとコミュニティ・福祉を併せて行う法

人は相対的に少ない結果となった(5%有意1。

3.3.業系NPO法人m収入規撲による特徴

NPO法人財務デーグベースを検索した結果、 943件

の農業系 NPO法人の中で、 292法人のデータを収集し

た。この NPO財務データベースは、 2∞3年度の全国の

NPO法人のデータを電子化したものであるため、 2∞4

年度以降に認証された法式に関しては、データが登録さ

表 4 NPO法人m年間収入規模の比較

年間収入規模(円) 農業系 環境保全:[0] 全N同法'A[o]

1曲万未満 47.3日 45.6叫 35.8% 

1曲万-s田万 25.3目 25.00;" 24.3% 

5曲万-1，000万 8.6品 Il.l拍 11.2% 

1.000万........3.'曲O万 13.3目 13.&'1o 16.1日

王氏周O万.......5，'田0万 4.1~も 2.&'1o 5ア%

"氏周O万-1憧 0胃も 1.5拍 4.4% 

1値以上 0胃も 0ア% 2.5% 
[0]理揖係金と全NPO法人のデタは山内却益位即7)からの引用
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れていない。更に 2003年以前に認証された法人に関し

ても、書類未提出や財務指標の未記入などからデータと

して利用できない法人もあるため、農業系NPO法人の3

割程度のデータが利用できる結果となった。法人の種類

別(全NPO法人、環境保全を目的とする NPO法人、農

業系 NPO法人)に年間収入規模を整理した結果を表 4

に示す。

農業系NPO法人は100万円未満の規模に最も集中し

(47.3%)、 500万円未満の規模の法人で全体の7割を超

えていることが分かった。これはNPO法で規定される「環

境保査当分野の NPO法人と同様の特徴を示し、 NPO法

人全体と比較して、農業系NPO法人は 100万円未満の

小規模な法人が比較的多いことが明らかとなった。なお、

分析を行った農業系 NPO法人は定款に定める活動分

野で環境保全を掲げる法人が 76%を占める。このため、

環境保全 NPO法人と同様の特徴となった可能性があ

る。

財務データに関しても、活動項目(を含む法人と含ま

ない法人)ごとにそれぞれクロス集計しχ2検定を行った

結果、認証のみが有意(5%)となった(表 5)。認証に関

わる法人の財務規模は 100万-5∞万円 (46初心、

1，0∞万-3，0∞万円(33.3%)に多く、比較的規模の大き

な法人が多い結果となった。

表5財務規模の比較(単位:首)

年間収入規模(単位:万円)

5%有意 法人数 -1曲 l曲-500 5同-1，0聞 1，αJO-3，冊。 3，償却0-

含む 制=15) 13.3 46.7 0.0 33.3 6.7 
認証

合まない (N-27乃 49.1 24.2 9.0 12.3 '.4 

農業系N同法人全体 (N=292) 47.3 25.3 &6 13.3 5.5 
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3.4.業系NPO法人の地理的分布

943件の農業系NPO法人について、団体所在地扮も

都道府県庁までの直線距離を算出し、距離別に分類し

た結果を図3に示す。所轄庁までの直線距離が1Q回以

下の法人は全体の 36%を占めていた。また、 20km以下

の法人で全体の 5割を超えていた。所轄庁までの直線

匪灘が 20km以上となると、 10kmごとに徐々に法人数は

減少しており、ここから全体的に所轄庁までの直線距離

が長くなるほど、団体数が減少傾向にあることが伺える。

このことから、都市部とその周辺部に農業系NPO法人は

多く存在し、農村郁には少ないとし、うことが示唆される。

次に、地方別に見た農業系 NPO法人の距離別分布

を表6に示した。ただし、図2から法人数が非常に多いこ

とが明らかとなった内閣府や東京都については、別に集

計したc表 6から分かるように、他と比べて内閣府、東京

都は所轄庁から IOkm以下の距離に分布する法人が圧

倒的に多い。内閣府を所轄庁とする法人の所在地は、

97法人のうち 52法人(54%)で東京都となっていた。東

京都(および内閣府)では、中央省庁への対応などが主

な理由となって、法人の分布が特に中央に集まっている

と考えられる。

これに対して、多くの大都市を抱える関東、関西では、

用縮庁から 10km以下の距離に分布は集中してあちず、

4田

3由』一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

3曲

田

副法
人
世

1罰3

1α3 

国3

。
柄引制収命令て〆ぬ怜〆
~tS ...，tS ..，'<5 ii c$i rji 伊<f"~$~〆〆':t~...~

園3法人所在地から都道府県庁までの直線距離

むしろその周辺部に多いことが分かる。西出・埴淵

。∞5)によると、全体のNPO法人の分布は、「首都圏や

京阪神大都市圏などでは、東京特別区や大阪市を中心

としながらも、むしろ県境を越えて周辺地域に連続的に

分布する傾向」にあるとしち。この傾向が農業系 NPO法

人の関西や関東における分布にも反映されている可能

性がある。また、東海地方では分布が最も多いのが30-

50kmである。このように、大都市部に必ずしも分布が集

中しているわけではない。北陸地方では 701血以上の分

布が相対的に大きくなっているが、北陸地方における県

別の分布を調べた結果、法人数の多い新潟(31法人)に

表白地方別に見た鹿業系NPO法人の距離別分布

表7項目別に見た都道府県庁から団体所在地までの距離の分布(単位制

距離$血}

活動項目 法人数 [a] 0-10 10-30 30内 -50 50-河 70-

農地水・森林 IN=ヨ7司 T 30.0 31.9 15.9 13.0 9.3 

農業技術 IN'・19η *噌 46.7 31.0 11.2 7.6 3.6 

農産物・加工品販売 1N-11η T 23.9 32.5 20.5 12.8 10.3 

交流・ツーリズム 1N-27功 * 25.8 26.5 21.5 14.7 11.5 

食の安全・消費者問題 1N=141) • 47.5 20.6 16.3 7.8 7.8 

研究・提言・教育 1N=32司 •• 43.6 25.0 13.7 9.1 8.5 

環境保全型待機)農業 1N--2旧) *・ 41.7 30.4 19.6 7.8 0.5 

認証 制=2の • 65.4 11.5 15.4 7.7 。。
国際開発・国際交流 1N=1(9) •• 58.7 29.4 3.7 5.5 2.8 

農業支援 IN=樹君 T 40.9 24.7 17.9 10.5 6.1 

農業系N同法人全体 1N=94司 35.7 27.7 17.2 10.6 8.8 

[a]十四時宮、引%有意、 ..:11J崎武



おいて、県内に幅広く法人が存在していることが反映さ

れていることが分かった。なお、北海道では 70km以上

が半数を超えている。これは、北海道の面積が大きいこ

と、中核都市が道内に広く分布しており、札幌市のみに

法人の分布が集中しているわけではないことが影響して

いると判断できる。

埴淵(2007)は、「日本における NPO法人の地理的分

布は、東京一極集中を中aむとした不均等分布を特徴とし

ており、それは既存の垂直的・階層的都市システムに従

ったものである」ことを示したが、そのことは農業系 NPO

法人にもあてはまり、農村郁における活動はあるものの、

法人数としては少ない状況となっていることが伺える。

分類した直線距離について、活動内容を示す18項目

それぞれに対して、当該項目を含む法人および含まな

い法人についてクロス集計しが検定を行ったところ、 10

項目で有意(1%あるいは 5%、10"10)となった(表 7'ただ

い各項目を含む法人の分布のみを表に記載)。具体的

には、農業技術、認証、国際開発・国際交流、研究・提

言・教育、食の安全・消費者問題などが所轄庁に近い場

所に多く分布していた。特に認証や国際開発・国際交流

などは活動の性質上、所轄庁での手続きが頻繁に必要

となることが百瀬庁例区に分布する一因となっていると

考えられる。一方で、農地・水・森林、交流・ツーリズム、

農産物・加工品販売などは所轄庁から離れた場所に多

し可頃向が見られた。つまり、より農業・農村の現場に近く

実践的な活動に関しては、所轄庁から離れた場所にも

比較的多く分布することが示唆される。

最後に、所轄庁までの距離と財務規模に関して同様

にクロス集計しf検定を行ったが、両者に有意な差は

見bれなかった。

4.おわりに

本研究では、NPOポータノレサイトから抽出した団体を

「農業系NPO法人Jとして、活動内容、財務デー夕、都道

府県庁所在地までの直線距離を比較する事により、全国

的な特徴を明らかにした。その結果、Z∞8年7月時点で

943件の農業系NPO法人が活動を行っていることが明ら

かになった。また、全国的にみると農業系NPO法人は大

都市を抱える都道府県に多く、地方に少ない傾向が見ら

れた。財務データより法人は小士崩事Fょ団体が多いことが

分かり、環境保全を活動分野とするNPO法人と類似した

傾向を示した。地理的分布は、都市部(特に東京)およ

び都市部周辺に集中していることが示されたoNPO法人

制度が始まって 10年を過ぎた段階にあって、農村部で
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の NPO法人の活動は未だ導入期にあるものと恩われ、

農村部のNPOに対する理解の向上により今後の活躍が

期持される。

なお、本研究では所轄庁からの法人所在地までの直

線距離という指標常用いて、農業系 NPO法人の分布の

全国的な傾向を明らかにすることを試みた。しかし容易

に推察されるように、直線距離が大きいことと農村部に分

布するかどうかは必ずしも一致するわけではない。また、

法人の所在地と活動場所が必ずしも一致するわけでは

ない。よって、今後の課題としては、市町村の規模別分

布など、都市と農村の性質をより強く反映する指標を用

いて分析することで、都市・農村部における NPO法人の

特徴を示すことが挙げられる。
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